
















































































の解雇に関するPalmer v. Board of Education事件判決（６０３ F. ２d １２７１（７th Cir. 
１９７９））や、公務員の雇用契約上の義務と言論の自由が問題となった事例に関する











































































連邦最高裁判決は、１９８９年のジョンソン事件判決（Texas v. Johnson,４９１ U.S. 










おり、実際、適用されている。たとえば、Hanover v. Northrup, ３２５ F.Supp. １７０
３５
（D. Conn., １９７０）、State of Maryland v. Lundquist, ２６２ Md ５３４（Md., １９７１）、











リー事件判決（Marbury v. Madison, ５ U.S. １３７）、１９４３年のバーネット事件判決、
公立学校での人種別学を違憲とした１９５４年のブラウン事件判決（Brown v. Board 




れてきている。たとえば、１９６９年のストリート事件判決（Street v. New York, ３９４ 
U.S. ５７６）、１９７７年のアブード事件判決（Abood v. Detroit Board of Education, ４３１ 
U.S. ２０９）、２００２年のニューダウ事件判決（Newdow v. U.S. Congress, ２９２ F. ３d ５９７）、
２００３年のサークル校事件判決（The Circle School v. The Honorable Vicki Philips, 





















巡回区控訴裁判所は、“one Nation under God”の語句を含む忠誠の誓いは政教分離
条項に違反しないという判決を出した（Newdow v. Rio Linda Union Sch. Dist.）。
当該事件の第１審の連邦地裁は違憲と判じていた。また、同種の事件において、
２００２年６月２６日、同じ連邦第９巡回区控訴裁判所は、違憲の判決を出していた





































（Wooley v. Maynard, ４３０ U.S. ７０５）。
　発言しない自由のみでなく広く思想の自由の重要性を説いた言説として、１９２９年
のシュヴィマー事件での連邦最高裁のホームズ判事の反対意見がある（U.S. v. 





principle of free thought）である。我々に賛同する人々のための思想の自由ではな






































































　連邦第７巡回区控訴裁判所は、１９７９年、以下のように判じた（Palmer v. Board 




















１９７２年のラッソ－事件の連邦第２巡回区控訴裁判所の判決（Russo v. Central 











































































































































































































































































































































































































反と判断している（L.A.Galancy,“Teachers and the Pledge of Alegiance” ,５７ The 











由」（freedom not to speak、freedom to be silent）、「強制された発言（forced or 
compeled speech）を拒否する自由」に関わるものであったということである。
　既述のように、アメリカ判例上、「発言する自由」と「発言しない自由」は、そ
れぞれ、それらを規制する公権力の法令、行為が合憲か違憲かを審査する基準は必
ずしも同一ではない。換言すれば、「発言しない自由」＝「強制された発言を拒否
する自由」を規制する、すなわち発言を強制する法令等の違憲審査基準は、「発言
する自由」を規制する法令等の違憲性審査基準より厳格な基準が要求される。か
つ、日本では、米国と異なって、表現の自由と思想・良心の自由がそれぞれ独立の
条文（憲法２１条と１９条）で保障され、思想・良心の自由の事件は表現の自由の事件
よりも一層厳格な基準が適用されることは米国以上に明白であり、通説でもある。
　以上により、ジュリスト掲載の「評釈」がその主張を正当化するために提示して
いるガセッティ事件判決も、パーマー事件判決と同様に、教育公務員の権利の制約
は当然とする論拠とはおよそなり得ないと判断される。
　（本論稿は、東京都教育委員会による「国旗・国歌」強制事件との関係の５件の
訴訟の弁護団に依頼されて執筆した鑑定意見書である。提出先は、最高裁判所〔平
成２２年（ネオ）第７９号上告事件、平成２２年（ネオ）第１５５号上告事件〕、東京高等裁
判所第２４民事部〔平成１８年（行コ）第２４５号国歌斉唱義務不存在確認等請求控訴事
件〕、東京高等裁判所第２民事部〔平成２１年（行コ）第１８１号懲戒処分取消等請求控
訴事件〕、東京地方裁判所民事第１９部〔平成１９年（行ウ）第５９１号懲戒処分取消等請
求事件〕である。）
（人文社会科学研究科教授）
５４
筑波法政第５０号（２０１１）
